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イオンの概要 

■設 立 １９２６年（大正１５年） （20１2年2月29日現在） 
■売上高 ５兆2,061億円 
■企業数 １８１社 
■店舗数  
   総合スーパー       ５９０ 
   食品スーパー     １，５３７ 
   スーパーセンター      ２９ 
   ディスカウントストア    １０５ 
   ホームセンター       １２４ 
   コンビニエンス     ４，１３８ 
   専門店          ３，４２４ 
   サービス         １，３８４ 
   金融              ４６０ 
   その他            ４２０ 
   合 計        １２，２１１ 
 



  

■2008年度に有料レジ袋収益金の使途として活用を開始  

「温暖化防止」問題への真剣な対応を求められている社会の
動向において「排出権取引制度」は重要な現実的政策テーマ
であり、それは拡大傾向にあると認識。 

クレジット購入の経緯 

国内クレジット J-VER CER 

56 0.5 45 

■2008年度から2011年度までの購入量（千トン） 

クレジット購入 

有料レジ袋収益金（半額） 

有料レジ袋収益金（半額） 

有料レジ袋 
収益金 お客さま 



  

■当初ＣＥＲのみ。2010年度から国内ｸﾚｼﾞｯﾄの活用を開始 

理
由 

「分かりづらい」等の意見があり、わかりやすさが課題となった。 

削減方法を特定した国内クレジットの大量購入が、経済産業省の
受託事業として実施する「国内クレジット地域活性化支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ」を活用することで煩雑さが解消されることになった。 

当時、制度運用整備の過渡期にあり、 
購入契約まで、手間取った 



  

イオングループ事例 
買うからはじめるエコ（イオングループ各社） 

エコギフト（ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ株式会社） 
母
の
日
・父
の
日
・中
元
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歳
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グ
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      ★2012年度実施中 
      ■商品の運搬に係わる排出の 
               一部をオフセット 
      主に東北地方の社会福祉法人が 
      行う、CO2削減事業からうまれた 
      排出権を購入し、各施設との協働 
      で温暖化防止に取り組んでいます。 
       
       

エコツアーでの排出をオフセット 
（ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ株式会社） 

SELF+SERVICE（ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ株式会社） 



  

一般のお客さまにとっては、「環境配慮」を伝える 
コミュニケーション手段としては分かりにくい。 

■課題と要望（ユーザーとして）  

クレジットによるオフセット貢献だけではなく、お客 
さまにとって自分事に感じられる身近さが必要。 

排出削減事業の促進とユーザーが活用する際の利便性
（選択肢、購入の簡便性）の確保。 

制度が複数あると全体整合がとれないので、運用が統
合化された制度設計が必用。 

コミュニケーションの課題 

制度設計の要望 


